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研究成果の概要（和文）：　グローバル化の進展や雇用・所得の不安定化等が福祉国家の再編と同時進行する昨
今、かつて福祉国家の強力な支持層であった中間層の解体と福祉国家への支持の低下が各国でみられている。
　本研究はそれを念頭に、1990年代以降の社会保障給付と負担構造の改革が、いかに中間層の福祉国家からの離
反を招いたのか、あるいは彼らからの支持の調達を意図したのかという点を、日・米・英・仏・独・瑞の国際比
較を通じて考察した。

研究成果の概要（英文）：It is widely acknowledged that Globalization and employment/income 
insecurity, along with welfare policy changes, seem to have resulted in the economic decline of the 
middle class and decreasing popular support for the welfare state in the 1990s and thereafter.
 Reflecting on these contemporary tendencies, we attempted to clarify the policy changes in social 
security benefits and tax burden in six countries (Japan, US, UK, Germany, France and Sweden) in 
detail. We also explored how the governments sought to gain political support from the changing 
middle class and the degree of their success or failure.
 The research was conducted in close collaboration of scholars in the fields of political science 
and fiscal policy analysis.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
既存の多くの比較福祉国家分析と比べ、中間層の支持調達という点に焦点を絞ったことにより、今日的な問いに
ついてオリジナルな研究成果を示すことができた。また、政治学と財政学の共同研究とし、福祉制度や福祉支出
の変化に説明の重点が偏りがちな従来の議論と異なって、租税や社会保険料、医療・介護・保育等サービスの利
用者負担を含めた財源負担の側面にも光を当てたことによって、より具体的かつ現実問題に直結する政策的イン
プリケーションを帯びた研究成果を世に問うことができた。なお、本研究成果は2020年前半に書籍として刊行す
る予定である。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
かねてより、福祉国家的施策（社会保障政策およびその財源負担）が政治的多数派であり主
たる財源負担者でもある中間層の社会的連帯への「取り込み」を促した度合いにより、中間層
の福祉国家的施策への支持が左右され、政治・政策動向に影響する可能性が指摘されてきた
（Esping-Andersen 1990, Korpi and Palme1998等）。その後、中間層による福祉国家的施策
への支持態度の如何を一般的に問う研究も発展したが、中でも本研究が着目するのは、中間層
を含めてニーズに応じ幅広く社会保障給付を行う「普遍主義」とそうでない「選別主義」とい
う政策的差異に着目した諸研究（代表として Korpi and Palme前掲論文および Rothstein and 
Uslaner2005）である。これらの研究は、1970年代までの福祉国家発展期に形成された福祉国
家的施策が普遍主義を通じて中間層を取り込み社会的連帯を強化したのか、それとも選別主義
を通じて中間層の「自助・自立」を促したのかという相違が、福祉国家再編期の政治・政策動
向を決定付ける点を実証的に示した。 
一連の研究が、近年を含めた福祉国家再編期の政治的ダイナミズムをとらえる重要な成果で
あることは間違いない。しかし、福祉国家財政が全般的に逼迫の度を強め、並行して中間層の
縮小・分解傾向もみられる新たな状況は、中間層を焦点とする福祉国家研究に更なる深化を求
めている。 
先行研究の課題も明確である。第一に、ISSP（International Social Survey Program）等の
データを用いた計量分析が先行しているが、その多くは基本的に静的な分析であるため、歴史
的動態を具体的に解明するための定性的研究が必要となっている。第二に、 既存の定性的研究
も、社会保障・労働政策等の個別的政策に着目したものが主であり、税制や政策金融、地域開
発政策等も含めた財政システム総体をとらえた政策・制度分析が進んでいない。 第三に、先行
研究の知見は日本の状況に対する示唆に富むものの、日本を国際比較の枠内に本格的に位置づ
けた研究は希少である。本研究は、政治学と財政学の協働を通じ、これらの課題に正面から応
答するものである。 
 
２．研究の目的 
 
英・独・仏・スウェーデン・米・日の 6ヵ国について、福祉国家発展期に生成した福祉国家
的施策の展開と中間層との相互関係が、福祉国家再編期以後の政策形成に対して及ぼした影響
を具体的に考察する。先行研究の知見を活用しつつ、政府等の一次資料・未公刊資料を用いる
ことで、福祉国家をめぐる政治・政策の再解釈を行う。とくに主要な目的はつぎの 3点である。 

 
(1)新しい政治学的解釈の提示：従来の福祉国家研究では国家間の普遍主義政策と選別主義政策
の差異を、労働者階級を基盤とする社会民主主義勢力の権力資源動員の観点から説明してきた。
これに対して本研究では、中間層からの政治的支持の獲得に特に焦点を当てつつ、政策フィー
ドバック効果や言説戦略といった広義の歴史的制度論の観点から新たな解釈を提示する。 
(2)二分法的把握の相対化： 先行研究において有力な、普遍主義－選別主義という二分法に回
収されにくい、賃金代替的社会保険制度、労働市場政策と社会保障との制度的関係、および税
制や社会保険の負担構造等が生み出した生活保障をめぐる公私ミックスのパターンを踏まえ、
中間層の受益感や社会的連帯感のあり方を説明づける。あわせて、社会的連帯への中間層の「取
り込み」か「自助・自立の促進」かという二極軸を超えた多様性の特定や、独自の類型化を試
みる。 
(3)福祉レジーム論の財政政策レジーム論への拡張： 租税政策や社会保険財政、政策金融を通
じた所得再分配、予算決定過程の制度的特質、財政事情と財政政策の転換等の財政学的問題群
を取り込んだ、「財政政策レジーム論」の可能性を追求し、その成果を提示する。 
 
３．研究の方法 
 
上記の研究目的を達するため、比較対象とする 6カ国の全てについて、政治学・財政学双方
から各国研究の実績が豊富な研究者を揃え、各国分析を担当した。政治学的方法を重視しつつ
も異分野間の協働を対等・円滑に進めるため、財政学研究者が研究代表者を務めつつ、研究分
担者 3名を加えた 4名が全体の統括・調整にあたる体制をとった。 
1 年目・2年目は、まず研究目標や先行研究の状況、基本概念の理解、分析視角について共有
を図ったうえで、国内文献調査および海外資料収集を実施し、各国分析を進めた。並行して研
究会を定期的に実施し、分析枠組みや基本概念の検討・共有、各国分析の中間報告と比較論的
観点からの検討を進めた。3 年目は各国分析の成果を検証し、比較論的インプリケーションを
確定した。 
 
４．研究成果 
 
 研究成果は2020年春に書籍として刊行する予定である（『揺らぐ中間層と福祉国家』（仮題）、
ナカニシヤ出版）。同書の予定される内容、および既に論文、図書等（下記５参照）の形式で発



表された研究成果の主要な内容は、次のとおりである。なお、比較分析対象とした 6カ国につ
いて、政治学及び財政学の観点からの考察を実施したため、12の各論で本研究は構成されてお
り、ここでそれらすべての詳細に立ち入ることはできない。代わって、政治学及び財政学の観
点からの総論的、比較論的な考察の結果と残された課題について記すこととする。 
 まず、1990年代後半以降における、所得階層別にみた社会保障・負担の帰着分析を、定量的
な把握と定性的な分析を交えて実施し、既存の福祉レジーム論等に欠ける知見を導くことを試
みた。その結果、低所得層向けの給付を引き上げたイギリス、ドイツ、フランス、他方でそれ
を切り下げたスウェーデンとアメリカ、そしてやや異例の位置を占める日本というように、非
常に多様な、しかし緩やかに類型化されうる所得再分配戦略を有していることが確認された。 
 給付・負担の構造からは、イギリス、ドイツ、フランスは「家族」と「労働」を福祉国家の
支持調達のために各国独自の形で組み合わせつつ利用し、給付水準を引き上げたことが示唆さ
れた。これは、「再分配のパラドックス」を克服する一つの類型をなす。負担の面から興味深い
のはフランスであり、普遍的な負担と連帯制度とを組み合わせることができたことが、同じ社
会保険国家ドイツとの懸隔を広げることになった。ドイツの場合は所得税の課税最低限と累進
度がともに高く、そのために一部の所得階層への負担集中の問題が生じ、税財源に基づいたカ
バレッジの広い社会保障制度を構築することに困難を抱えているのではないかと推察される。 
 対して、「労働」の論理に傾斜するスウェーデンとアメリカでは、低所得層に厳しい結果とな
った。少なくともこの 6 カ国のなかでは、「労働」に焦点を当てた制度改革は、分配面ではよ
り厳格な運用になることが明らかとなる。ただし、給付の絶対額の切り下げは政治的な困難が
あるため、両国では制度放置や制度併設による「実質的な」切り下げが行われてきた。これら
の国のように、制度併設や制度放置を駆使しつつ、給付面における低所得層の分配強化の問題
をバイパスすることも「再分配のパラドックス」への対応としてもう一つの類型をなすことが
明らかとなった。 
 なお、日本については、捕捉率の極めて低い生活保護以外に利用可能な社会保障制度が少な
く、生活保障の基盤は脆弱であることが、データからも確認できた。一見すると、児童手当の
引き上げと負担面での引き上げが結び付けられたかのようにもみえるが、児童手当については
実質給付価値の面では十分な改善とはいえないものであった。そういった意味では、フランス
で一般社会税と連帯制度とのリンケージ構築が進んだような実質的な負担・給付をセットにし
た制度変化は生じておらず、固有の福祉国家の支持調達の論理を類推させるような事実までは、
少なくとも今回の分析からは明らかにすることはできなかった。 
 また、社会保障給付のうちとりわけ現物給付については、定量的な給付構造の把握が現金給
付に比して技術的に困難であり、従来より多様な手法が試みられているところであるが、そう
した状況についても分析を加えた。具体的には、現物給付の受給を金銭価値に置き換え、給付
の普遍性―選別性概念を現金給付と同様に適用することが総じて困難であることを確認したう
えで、この困難を迂回する方策を先行研究の中に探った。その結果、現物給付のうち医療につ
いては脱商品化、社会的ケアサービス（老齢介護、保育等）については脱家族化の観点から各
国の特徴を析出しようと試みる諸研究をはじめ、いくつかのアプローチに、現物給付の特性を
踏まえた形での、受益のマクロ的規模や所得階層別分布の把握に向けた有力な可能性を見出す
こととなった。 
 つぎに、研究目的の一つである、中間層からの政治的支持の獲得に特に焦点を当てつつ、政
策フィードバック効果や言説戦略といった広義の歴史的制度論の観点から新たな解釈を提示す
るという課題について、まず研究の過程において、基本的な視点を政治学と財政学の領域を越
えて検討し、一定の明確化を図った。社会保障給付の普遍性―選別性という軸でみた給付配分
のあり方が、福祉国家への支持を左右する一大要因であるという観点は、当初の研究計画で掲
げた通り、本研究の出発点をなす問題意識であるが、比較対象国の個別分析をつうじて、その
重要性が再確認された。ロススタインらが強調するように、普遍主義的福祉国家が広範な所得
階層に受益を及ぼすとともに、ニーズに応じて全ての市民を同等に扱うという意味での公正性
が福祉国家への支持を高めうるという観点は、比較分析において極めて有益である。 
ただし、普遍主義的な社会保障制度が結果として受益感を高めたり、一種の公正性を達成す
るということは、普遍主義的な方向での社会保障制度改革が市民の支持を獲得することを意味
しない。むしろ選別主義的な改革が財政支出の効率化（による租税負担の抑制）などのロジッ
クで正当化され、政治的支持を獲得する事例には事欠かない。いかなるロジックによりいかな
る制度改革が為政者により追求されるか、そしてそれが世論の支持を獲得しうるか否かは、ま
ずもって文脈に依存する。それが結果として、各国における財政政策の多様性を生み出すこと
となる。こうした観点から、容易に予測されるのは、社会保障制度の制度的粘着性に起因する
経路依存性であり 、日本のような選別主義的言説が社会保障抑制のために政治的に活用され、
かつ市民もそれをかなり内面化しているようなケースにおいて、普遍主義的社会保障改革への
支持が高まりにくいというのもその一例であろう。ただし、そうしたケースにおいても制度転
換の契機は文脈の変化に応じて生じうるのであり、その意味でグローバル化や産業構造の転換、
高齢化、移民・難民の増加といった圧力が既存の文脈を揺さぶる近年の状況は、必然的に重要
な考察対象となる。 
以上のような観点から、研究期間の後半において 6カ国の質的分析を進め、その成果の一部
をすでに研究分担者が各所にて発表してきたところである。 
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